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《書 評》
『職場類型と女性のキャリア形成 (増補版)』
脇坂 明 著
滋 野 由 紀 子
(大阪市立大学)
1 今なぜ職場類型か
本書は,女性がその能力を生かし労働市場で活躍するための課題は何か,
それを可能にするにはどうすればよいかという視点で貫かれている｡女性の
進出が言われる中で,なお残る結婚 ･出産退職によるキャリアの中断や,そ
の後の正規労働者としての復活の困難さ,あるいはガラスの天井といわれる
女性の昇進の難しさが,厳然として存在する今日,本書はこれらの問題に正
面から取り阻んだ時宜を得た書物である｡またそれを単なる理論的な考察に
留まらず,徹底したフィールドワークとアンケート調査で事実の裏付けと体
系化を試みているのが本書の方法論的な特徴である｡
脇坂氏 (著者)は女性の職場での技能の向上をキャリアの拡大に求めてい
る｡そのキャリアの拡大 (あるいは中断)というものが職場類型により大き
く影響されるのか否か,という問いが著者の視点である｡その職場類型を男
性だけの職場 (男性独占型),女性だけの職場 (女性独占型),男女が共に働
いている職場を男女同等型,男女分業型,その中間型の5つに区分してい
る｡確かに,はじめから女性を補助職としかみていない職場において,女性
が志を得ることは困難であろう｡逆に性差 (ジェンダー･ギャップ)を意識
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しないで,個々人の能力のみで評価を行う職場であれば,女性も自らの能力
に応じてキャリアを拡大することができるであろうoその意味で著者が職場
頬型をキーワードとしていることはうなづけるものがある.
また,女性も就職先 (企業や職種)の選択に当たっては,自らの人生設計
を踏まえて職場類型に注目するであろう｡例えば公務員や教師は,少なくと
も建前としては,性差によるキャリア形成の違いを否定している世界であ
る｡そのためにキャリアを形成したいと望む女性が,この世界に多く進出し
たことは一般的によく知られているところである.中央官庁で,政治的任命
によらずにキャリア間の競争を勝ち抜いて,女性の次官 (例えば労働省事務
次官 松原亘子氏)が登場したことはその象徴であろう｡他方,名の知れた
大銀行や伝統ある製造業では一人として女性の代表取締役はいない｡すなわ
ち仕事の関係における職場類型と女性のキャリア形成は相互に深く影響し
あっているのである｡これが職場類型を切り口として分析する今日的意義で
あろう｡
本書は題名が示唆するように,職場類型と雇用管理,キャリア形成に注目
した部分と,その延長ともいうべき家庭生活とキャリア形成に関する部分に
大別される.ここでは各章のタイトルを掲げて全体の概要を解介する｡
序 章 課題と分析方法
第1章 職場類型別アンケート分析
第2章 職場類型の変化
第3章 コース別雇用管理制度について
第4章 事例調査
第5章 結婚 ･出産退職慣行と女性のキャリア形成
第6章 パートタイマーのキャリア形成
第7章 仕事と家庭の両立-向けての展望と課題
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序章で分析の視点と方法論が提示される｡第1,2章で男女の仕事内容に
関する職場類型について詳細な紹介が行われる｡第3,4章で総合職 ･一般
職などのコース別雇用管理,人事制度についてアンケ 'ートや事例研究による
現状の紹介と問題点について詳紳な分析が行われている｡第5章は女性の
キャリア形成 (あるいは企業の女性に対する雇用管理)に大きく影響する結
婚 ･出産退職行動が職場類型との関係に重点を置きながら取り上げられてい
る｡第6章ではキャリアの中断と密接に関係するパート タイムについて,
不本意パートと自発的パート,疑似パートと典型パート,補完型パートと基
幹型パートの三つの視点から分析されている｡最後に,第7章では家庭生活
と労働市場を円滑に結びつけ,女性のキャリア形成をスムーズに進めるため
にコース別人事制度の解消や育児休業制度の活用が取り上げられている｡以
下では,各章ごとにその内容の簡単な紹介を行いたい｡
2 各章の概要
まず,第1章では,電機労連による女性観合点意識調査 (1985年,1990
午)と㈲中部産業 ･労働研究会による調査 (中部産政研調査)(1991年)の二
つのアンケート調査から,各職場類型の割合と職場類型と就労意識の関係を
みている｡前者の調査から,｢総計で約半分が男女分業型で,男女同等型が
16.7%｣(pp.8- 9),また ｢職種によって職場類型の割合が大きく異なる｣
(p.9)ことが示されている｡職場類型と意識の関係については,男女同等
型になるほど強い昇進意識を持っていることが示されている｡他方,後者の
調査からは,｢販売職 (店員)で男女同等型が図抜けて多く,男女分業型が極
めて少ない｣(p.ll),｢事務職は男女同等型の割合が他に比べて格段に低く,
男女分業型が極めて多い｣(p.ll),技術職において女性は男性と同じ仕事を
していると答えているにもかかわらず,男性は女性と同等の仕事をしている
意識はないという,男女の認識ギャップが大きいことを指摘している｡さら
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に,｢ホワイトカラ-では,仕事内容を男女同等にしていけばおおむね女性
従業員の満足が高まる｣(p.17)が,他方 ｢現業職の場合は,むしろ男女同等
の方が不満が大きい｣(p.17)というように,｢職場類型が女性の意識を規程
するところは大きい｣(p.18)ことが指摘されている｡
第2章では,異なる職場類型が存在する理由と職場類型がどのように変化
していくかについての仮説を提示している｡著者は,男女分業型職場が形成
される理由として,｢統計的差別の考え方｣を支持している｡すなわち,企業
は ｢[潜在能力×定着率]で労働力の質を判断｣(p.41)するが,他方で企業
の採用担当者は誰が何年働くかわからない (あるいは,これを知るためには
コストが掛かりすぎる)｡しかし,統計的にみれば平均的には男性よりも女
性の方が,結婚 ･出産等の理由で途中でやめる確率が高いことが知られてい
る｡平均すれば女性の方が定着率が低いという容易に手に入れることのでき
る情報を用い,女性の労働力の質が落ちると採用担当者は判断することにな
る｡その場合には,キャリアを要する仕事に男性を,キャリアを余り必要と
しない仕事には女性をつける事が企業にとって最適となるため,男女分業型
職場が形成されるというものであるo次に男女分業型職場から,男女同等型
職場-の移行については,仕事と労働者についてそれぞれランク付けを行
い,それに従って労働者行列と仕事行列を作り,それらを対応させるという
レスター･サローの ｢仕事競争モデル｣でとらえている｡そこでは ｢性以外
の重要な要素｣(p.50)に注目した経営者 (イノベーター)が労働者行列のラ
ンク付けに変化をもたらし,それが普及するという仮説を著者は提示してい
る｡
第3章では,仕事内容を ｢総合職｣と ｢一般職｣に分けて雇用管理を行う
｢コース別雇用管理制度｣について,その制度が女性労働者の就労意識に与
える影響という観点から考察を行っているOコース別雇用管理制度がうまく
機能するためには,採用時点での生渡を見据えての就労意識がその後も変わ
らないことが必要である｡しかし,｢平成2年度女子雇用管理基本調査一女
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子労働者労働実態調査｣から,採用時点においてその企業で定年,あるいは
厚生年金受給開始年齢まで働こうと考えていた女性の少なくとも4分の 1
が,働きはじめてからその意思がかわった事を示している｡他方,結婚退職
の予定で働きはじめた女性でも,1割以上の割合で定年あるいは厚生年金受
給まで働きたいという意思に変化している｡また,既に管理敬になっている
女性についても採用時に結婚 ･出産退職を予定していた割合が一般労働者と
変わらないこと,学歴によって就労意識の変化の度合いに差がないというこ
と等により,採用時点での就労意欲で仕事内容を固定すると,労働意欲の減
少につながる恐れがあるため,コース転換制度の整備が不可欠であることを
提唱している｡その上で,コース別人事制度を ｢女性の意識,意欲,仕事能
力を向上させるためにとられうる-つの戦略で,将来的廃iEをみこんだ一時
期の通過点である｣(p.70)と位置づけている｡
第4章では,男女分業型,男女同等型,女性独占型の3つの職場類型につ
いて,事例分析を行い,それぞれの職場類型でどのような技能形成がなさ
れ,そこで女性がどのように位置づけられ活用されているかを見ることで,
今後それぞれの職場類型で求められる課題について明らかにしている｡男女
分業型職場については,自動車メーカー人事部の事務職と自動車部品製造会
社の生産部門の現業職の事例を取り上げている｡男女同等型職場について
は,自動車ディ-ラーの営業職と,2つのソフト開発会社の事例,そして電
気メーカー研究所と建設会社の研究者の事例を取り上げている｡女性独占型
職場についてはアパレル販売職の事例を取り上げている｡さらに,男女分業
型職場で取り上げたのとは異なる建設会社の事例をあげ,男女が別々に処遇
される分業の段階では,コ-ス別人事制度の導入が必要であるが,｢一般職
のレベルがあがった段階では,廃止すべきもの｣(p.102)であるとしてい
る｡また,｢育児休業制度その他の女性のサボ-ト制度の意味も,当該企業
(あるいは職場)の女性活用の段階によって,まったく異なる｣(p.102)と
述べている｡
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第5章では,事業所調査と個人調査を用いて,女性の就業継続にとってボ
トル ･ネックである結婚 ･出産退職慣行に焦点を当てている｡まず,事業所
調査によって,男女雇用機会均等法が施行され,結姫 ･出産退職制度が法的
に禁止された後の1987年に実施された ｢女子労働者の雇用管理に関する調
査｣において,92.7%の事業所が法施行前からそのような制度はなかったと
回答していることが示される｡しかし,同じ調査で定着度をみると,出産ま
でに辞める女性の多い企業が6割以上,また男女別離職率をみると,企業規
模が大きくなるほど離職率は低下するが ｢大企業でとりわけ女子の離職率が
多いわけではなく,男性との差が大きい｣(p.112)ことがわかる｡次に,い
くつかの個人調査でも結解 ･出産退職慣行の有無をみており,｢ある｣と
3-5割の女性が答えている｡さらに,結婚 ･出産慣行があるところほど転
職意思が高く,反対に充実度,満足度は低いことが示されている｡
第6章では,パートタイムの類型化に関して論じている｡高度成長期以降
増加しているパートタイマーについて,理論的政策的な意味づけ,位置づけ
を行う上で最も重要な分類法は,仕事内容で分類する,｢基幹塑パート｣と
｢補完型パート｣の類型化であるとしているoそして,｢とくに 『基幹型パー
ト』は人事労務管理のめざすべき対象であり,基幹型パートの育成を射程に
入れた人事処遇制度は,コース別人事制度の発展的解消とあわきって,女性
活用の重要な鍵を握る｣(p.220)と主張している｡
第7章では,第3章,第4章のフルタイム労働者に関する議論と第6章の
パートタイマーの議論に基づいて,女性の能力を有効に活用するための大企
業に求められる人事処遇制度についてのビジョンを捷示している｡とりわ
け,女性がキャリア形成上において,最大のネックとなる結婚 ･出産退職慣
行を克服するために,最も有力な施策であり,企業にとっても女性の活用と
いう意味で重要な人事施策である,育児休業制度について取り上げている｡
育児休業で発生する問題は,技能の陳腐化と代替要点であるとし,ふだんか
ら様々な仕事のあいだに ｢キャリアパス｣を作っておくことがその解決につ
-560-
『職場類型と女性のキャ1)ア形成 (増補版)』脇坂 明 著 1503
ながるとしている｡最後に職場類型ごとの課題に言及し,育児休業制度がと
りわけ男女同等型職場で大切であると述べられている｡
3 批 評
以上,本書の構成に従って内容の簡単な紹介を行った｡本書は,女性の仕
事での能力向上をキャリアの拡大に求め,その阻害要因と解決策を豊富な事
例とアンケート調査をもとにまとめた優れた研究書である｡最後に三点ほ
ど,本書の全体を通しての評言を試みて評者の努めを果たしたい｡
第-は,女性が最も進出した (あるいはLやすかった)公務員,教師の世
界が取り上げらていないことである｡確かに公務員はその生産性を計測する
ことは非常に困難,あるいはできないという点,教師は専門職の要素が強い
という点で,利潤を追求する一般企業での女性の活用,キャリア形成と比較
する上で不適切な面もある｡しかしながら,この分野での女性活用の蓄積は
他に類をみないため,これを男女分業型と比較すれば,女性の活用やキャリ
ア拡大のための問題点や解決策がより分か りやすかったのではないだろう
か｡
第二は,女性のキャリア形成には今後何が必要か,についてであるC著者
が繰り替えし指摘するように,キャリア形成には不可欠な就業継続において
結姫,出産,育児は女性にとって最大の難関であるoこれを乗 り越えるため
の方策として,育児休業制度があげられている｡育児休業ではその期間中の
技能の陳腐化が問題となる｡キャリアの形成を中断,もしくは退化させない
ためには最長でも1年間の休業が限界であろう｡さらに復職後の子供の面倒
をどうするかが,より一層重要ではないだろうか｡早朝,夜間,軽い病気の
ときも預かってくれる保育所がもっと普及すれば,就業継続がより容易にな
るであろう｡また,そのような保育所が利用しやすければ,仕事内容の変化
が激しく技能の陳腐化がより短い期間で進むような職場に勤めている場合に
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は,1年間の休業をとらずに例えば半年で職場復帰するようになるだろう.
そうすると,企業にとってもそれまでに行ってきた人的投資を無駄にせずに
すむので,育児休業制度の負担は軽くなる｡このような保育政策と女性の就
莱,キャリアパスの形成が結びつけて取り上げられたならば,女性労働の総
合的な研究書として,本書の価値はより高まったように思われる｡
またその際,育児休業制度や育児休業期間の延長を法で規定したり,その
費用を企業に対する補助金等で補填する政策と,保育所の措置制度を完全撤
廃し,申し込みや保育料の自由化などにより保育に市場原理を持ち込み,他
方で現在は認可されていない保育所やベビーホテルにも補助金を手厚くする
ような政策との比較が行われれば,結婿 ･出産 ･育児の女性の就業に与える
問題点とより効果的な解決策が明らかになるであろう｡
第三に,フィール ドワークやアンケート調査などの事例分析であるから,
超越的な批判になるが,統計学的な裏付けや計量分析がより多くあれば,著
者の主張はなお一層説得力を持ったのではないかと思われる｡たとえば第1
章で技術職における男女間の認識ギャップが指摘されているが,それがどの
ような要因によるかの検証が示されていれば,より興味深い分析が得られた
であろう｡第4章で示されている女性の採用時点とその後の意識変化につい
ても同様のことが言えるだろう｡
ただしこれらは望苛の感のある評者の望みであり,本書の価値を何ら損な
うものではない｡本書は女性のキャリア形成に関る重要な研究として,大き
な貢献をしている｡著者は本書を ｢女性研究の一つの区切り｣とされている
が,さらにアンケート調査やフィール ドワークと計量分析などを総合された
実証分析で女性研究にさらに大きな一歩を占められることを期待して,書評
にかえたい｡
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